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（１）国際競争力の強化の必要性

○相対的地位が低下している我が国の港湾

・日本の港湾の世界ランキング（順位）が低下。

東京港：18位（1980年）⇒20位（2005年）⇒25位（2007年）

・海外の港湾が取扱量を大幅に増やす中、日本の港湾の取扱量の伸びが小さい。

○相対的地位が低下している我が国の港湾

・日本の港湾の世界ランキング（順位）が低下。

東京港：18位（1980年）⇒20位（2005年）⇒25位（2007年）

・海外の港湾が取扱量を大幅に増やす中、日本の港湾の取扱量の伸びが小さい。
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順位 港　名
取扱量（万TEU）
（1980年）

1 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 195
2 ロッテルダム 190
3 香港 147
4 神戸 146
5 高雄 98
6 シンガポール 92
7 サンファン 85
8 ロングビーチ 83
9 ハンブルク 78
10 オークランド 78
－ － －
12 横浜 72
16 釜山 63
18 東京 63

順位 港　名
取扱量（万TEU）
（2005年）

1 シンガポール 2,319
2 香港 2,260
3 上海 1,808
4 深圳 1,620
5 釜山 1,184
6 高雄 947
7 ロッテルダム 925
8 ハンブルク 809
9 ドバイ 762
10 ロサンゼルス 749
－ － －
20 東京 382
27 横浜 287
34 名古屋 249
39 神戸 226

順位 港　名
取扱量（万TEU）
（2007年速報）

1 シンガポール 2,790
2 上海 2,615
3 香港 2,388
4 深圳 2,100
5 釜山 1,327
6 ロッテルダム 1,079
7 ドバイ 1,065
8 高雄 1,026
9 ハンブルク 990
10 青島 946
－ － －
25 東京 382
28※ 横浜 320
33※ 名古屋 275
38※ 神戸 241

※の取扱量は2006年の数字

25年間で25倍

25年間で6倍

2年で1.4倍

2年で横ばい
出典：国交省港湾局
原典：CONTAINERISATION 

INTERNATIONAL YEAR 
BOOK世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキングの変化



（１）国際競争力の強化の必要性

○格差は縮小しているが依然として存在している運輸サービスの内外価格差

・産業の中間投入に係る運輸サービスの内外価格差は、香港を除き縮小傾向に
あるが、依然として日本の価格は対韓国・対香港では約2倍、対アメリカでは
約1.1倍となっており、これらの国との運輸サービスの競争力は相対的に低く
なっている。

・一方、対中国、対台湾、対ドイツについては、日本の運輸サービスの価格競
争力が高くなっている。

○格差は縮小しているが依然として存在している運輸サービスの内外価格差
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あるが、依然として日本の価格は対韓国・対香港では約2倍、対アメリカでは
約1.1倍となっており、これらの国との運輸サービスの競争力は相対的に低く
なっている。

・一方、対中国、対台湾、対ドイツについては、日本の運輸サービスの価格競
争力が高くなっている。
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（年度） データ：2007年度 産業の中間投入に係

る内外価格調査（経済産業省）

注：運輸サービスには道路貨物運送、倉
庫、港湾運送、航空貨物輸送、鉄道
貨物輸送が含まれている。

日本と各国の運輸サービス価格の比較
2



（１）国際競争力の強化の必要性

○生産拠点の海外流出

・近年、アジア諸国（地域）の経済成長は著しく、わが国でも多くの企業が海
外に生産拠点や収益拠点を進出させており、対外直接投資が増加の一途をた
どっている。

・海外直接投資の増加傾向とともに、海外生産比率も増加傾向を示しており、
生産拠点が海外に流出していることがわかる。

○生産拠点の海外流出

・近年、アジア諸国（地域）の経済成長は著しく、わが国でも多くの企業が海
外に生産拠点や収益拠点を進出させており、対外直接投資が増加の一途をた
どっている。

・海外直接投資の増加傾向とともに、海外生産比率も増加傾向を示しており、
生産拠点が海外に流出していることがわかる。

データ：財務省「対外直接投資（年度）」

我が国の海外直接投資の推移
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（年度） ※現地法人売上高÷（現地法人売上
高＋国内法人売上高）×100

データ
現地法人売上高：第37回海外事業活動基本調査、

経済産業省
国内法人売上高：平成18年度法人企業統計、財務省

海外生産比率の推移 3



（２）日本の物流における区部臨海の位置づけ

○日本全国の物流量の１割程度が集中している東京都市圏

・平成18/2006年のデータでは、

東京圏外内・内外貨物量が約4.7億トン/年 ⇒ 国内総物流量の約8.4％

東京圏内々貨物量が約8.0億トン/年 ⇒ 国内総物流量の約14％

を占めている。

○日本全国の物流量の１割程度が集中している東京都市圏

・平成18/2006年のデータでは、

東京圏外内・内外貨物量が約4.7億トン/年 ⇒ 国内総物流量の約8.4％

東京圏内々貨物量が約8.0億トン/年 ⇒ 国内総物流量の約14％

を占めている。

 

※東京圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）

東京圏外内・内外貨物量：約4.7億トン/年

日本国内々貨物量：約56億トン/年

東京圏内々貨物量：約8.0億トン/年

データ：貨物地域流動調査

4日本国内の総貨物量に占める東京圏関連の物流量



（２）日本の物流における区部臨海の位置づけ 再掲

○関東地域は人口が集中する一大消費地として、多くの貨物の流出入があり、全国的に
重要な物流集中地域

・日本の港湾における国際海上コンテナの取扱個数では、

東京港が全国港湾の取扱量の約22％

横浜港が全国港湾の取扱量の約17～19％

と、両港で全国の国際海上コンテナ取扱個数の約４割を占めている。

○関東地域は人口が集中する一大消費地として、多くの貨物の流出入があり、全国的に
重要な物流集中地域

・日本の港湾における国際海上コンテナの取扱個数では、

東京港が全国港湾の取扱量の約22％

横浜港が全国港湾の取扱量の約17～19％

と、両港で全国の国際海上コンテナ取扱個数の約４割を占めている。

平成16～18年度国際海上コンテナ取扱個数の京浜三港が占める割合
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（２）日本の物流における区部臨海の位置づけ 再掲

○大消費地東京を支える東京港

・平成18/2006年の港湾統計データでは、東京港の移入貨物比率が約64％と
横浜港や全国の他の調査港湾の平均を上回っており、一大消費地東京の生活を
支えている港湾であることがわかる。

○大消費地東京を支える東京港

・平成18/2006年の港湾統計データでは、東京港の移入貨物比率が約64％と
横浜港や全国の他の調査港湾の平均を上回っており、一大消費地東京の生活を
支えている港湾であることがわかる。
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港湾別国内移出入量・比率（平成18/2006年）
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（３）区部臨海における土地利用・交通に関する課題の整理

○東京臨海エリアに見られる住居・物流施設の混在

・東京臨海エリアでは、元来は臨港地区であったところに現在ではマンション
等の住居が立地するなど、住居と物流施設の混在が認められる。

○東京臨海エリアに見られる住居・物流施設の混在

・東京臨海エリアでは、元来は臨港地区であったところに現在ではマンション
等の住居が立地するなど、住居と物流施設の混在が認められる。

マンションと普通倉庫が隣接 低層住宅エリアに配送センターが立地

撮影場所：東京都品川区

東京臨海エリアでの住居と物流施設の混在例

7



（３）区部臨海における土地利用・交通に関する課題の整理

 

8データ：平成17年度道路交通センサス（国交省）東京臨海エリアの主要道路の車種別交通量
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○高い普通（大型）貨物車混入率を示している臨海部の道路
・国道357号の葛西から羽田空港、環七通りの国道15号から国道１号にかけ
ての区間、産業道路において特に普通（大型）貨物車の混入率が高い。
・普通貨物車は一般車や小型貨物車に比べて騒音や排気ガスなどの負荷が高い
ため、一般に混入率が高い道路では沿道対策の実施などが求められる。

○流通業務団地内道路の課題
・南部流通業務団地内の道路で貨物車の路上待機などにより路線バスの遅延な
どの問題が生じている。

○高い普通（大型）貨物車混入率を示している臨海部の道路
・国道357号の葛西から羽田空港、環七通りの国道15号から国道１号にかけ
ての区間、産業道路において特に普通（大型）貨物車の混入率が高い。
・普通貨物車は一般車や小型貨物車に比べて騒音や排気ガスなどの負荷が高い
ため、一般に混入率が高い道路では沿道対策の実施などが求められる。

○流通業務団地内道路の課題
・南部流通業務団地内の道路で貨物車の路上待機などにより路線バスの遅延な
どの問題が生じている。

地区内の路上待
機の状況を写真
で追加予定羽田空港

南部流通業務団地内の道路の様子


